
15.9

2年 人 277,984 9.9

27年 人 269,111 685 人 人 34.0

増加率 ％ 0.6 ％ ％ 4.8

R4.1.1 人 736 人 人 4.8

R3.1.1 人 0.6 ％ ％ -

54.7

16.4

1.0

6.5

1.3

7.7

-

1.7 ％ 11.7

3.3 ％ 0.2

3.0 ％ 11.7

％ 5.7

％ 6.0

％ -

％ -

-

- 千円

千円

100.0

866 )人 （ 265,342 )千円

千円 千円 27 人

80

39

10

56

-

53.3 98.6固 定 資 産 税 1.4／100 合 計 99.7

固 定 資 産 税 99.8 72.3 99.2
1.0 160,000円

99.5 35.5 97.9

駐 車 場 〃 - -

431,992 円 標準税率に
対する比率

410,000円 120,000円

所 得 割 400,000円 50,000円

市 民 税 ％ ％ ％

介 護 保 険 〃 311,745 3,110,280 被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

課 税 分 繰 越 分

後期高齢者医療 〃 169,071 688,630 被保険者一人当り保険料調定額 125,717 円
3,500円

市

民

税

法

人

分

均

等

割

3,000,000円 150,000円

1,750,000円 130,000円

法人税割 8.4/100

現      年 滞     納 合 計
国 民 健 康 保 険 無 1,137,416 2,030,510 一 世 帯 当 り 保 険 料 調 定 額 181,072

被 保 険 者 数 49,442 人 適 用 税 率 の 状 況

徴

収

率

区 分
円

市

民

税

個

人

分

均 等 割

合 計 110,093,054 100.0  63,632,283

水 道 〃 635,679 21,138

49,126,112 100.0 2.2 42,349,542 625,030下 水 道 等 有 1,123,935 1,532,287 加 入 世 帯 数 33,068 世帯 合 計

特別区調整納付金 -  の有無 普 通 会 計 か ら の 繰 入 額 2,030,510 千円

前年度繰上充用金 -  収 支 額 1,137,416 千円

-  -

公

営

事

業

の

状

況

事 業 名
法適用

収 支 額
普 通 会 計 か
ら の 繰 入 額

職 員 数 国

保

会

計

の

状

況

諸 支 出 金 -

5,222,661公 債 費 5,222,661 4.7  23 .  4 .  1 664,000 (28人) 旧 法 に よ る 税 -
合 計 1,645 305,078 501,853

議 会 議 員

災 害 復 旧 費 26,019 -  2,051708,000 事 業 所 税 -臨 時 職 員 3 277,400 832 議 会 副 議 長 30 .  4 .  1

教 育 費 14,810,287 13.5  11,463,037758,000 都 市 計 画 税 4,280,612 8.7 3.1
内

訳

入 湯 税 -

教 育 公 務 員 86 300,221 25,819 議 会 議 長 30 .  4 .  1

消 防 費 2,765,266 2.5  2,651,897常 勤の 監査 委員 30 .  4 .  1 556,000うち技能労務職 200 304,800 60,960

土 木 費 8,256,865 7.5  6,839,173目 的 税 4,280,612 8.7 3.1教 育 長 30 .  4 .  1 785,000

1,645,456 1.5  1,293,177

う ち 消 防 職 271 312,600 84,715

- 商 工 費30 .  4 .  1 858,000 法 定 外 普 通 税1,556 305,400 475,202 副 市 長

農 林 水 産 業 費 345,398 0.3  322,949特 別 土 地 保 有 税 -市 長 30 .  4 .  1 983,000 円

0.1  100,676

一 般 職 員
( 306,400 ）円 (

5.5 1,654,632 労 働 費 103,287

12.2  6,223,287

給 料 月 額 B 総 給 料 月 額 年  月  日 ( 報 酬 ) 月 額 市 町 村 た ば こ 税 1,612,337 3.3

2.6 330,404 衛 生 費 13,401,306
区 分

改定実施 1人当たり平均給料 軽 自 動 車 税 340,635 0.7

53,155,983 48.3  22,305,169

区 分 職員数  Ａ
1 人 当 り A×B

6,712,275

固 定 資 産 税 21,437,648 43.6 5.3 20,958,193 民 生 費

1,825,140 625,030 総 務 費 9,864,595 9.0  

495,931 0.4  495,931

一 般 職 員 等 特 別 職 等
法人分 2,992,651 6.1 △1.2

18,462,229 37.6 △1.2 17,581,173 議 会 費

税 等
実 質 単 年 度 収 支

可 処 分 資 産 額
100／75

(F+G+H-I)

対 前 年 度
増 減 率

基準税額 超過課税分
収 入 済 額

区 分 決 算 額 構 成 比
21,193,633

区 分 決 算 額 構成比

-
市 民 税

個人分

市 税 目 的 別 歳 出

10 J △1,069,135

100.0 合 計 110,093,054 63,632,283 51,592,578 88.6  318,745
衛 生 関 係

合 計 112,299,867 100.0 56,957,3941,300,000 300,000
収 益 事 業 収 入 額

債 務 負 担 行 為 額

132,185

- 65,839,096

9 積立金 とり くず し額 I

356,268 0.6 税 等 総 額

46,778,621
民 生 関 係

地 方 債 4,262,700 3.8

51,592,578

地 方 債 現 在 高
諸 収 入 3,468,387 3.1

繰 越 金 1,286,809 1.1 - 失 業 対 策 事 業 費

0

24,037,925
水 防 関 係

8 繰 上 償 還 金 H 0

- 災 害 復 旧 事 業 費 26,019 2,051 経常経費充当一般財源

5,745

積 立 金 現 在 高
繰 入 金 967,901 0.9

寄 附 金 297,869 0.3 - 受託事業費

財 産 収 入 275,312 0.2 82,555 0.1 県営事業負担金実 質 公 債 費 比 率 △ 1.7
事 務 の 共
同 処 理 の

状 況
将 来 負 担 比 率 △ 54.4

= 90.6%

7 積 立 金 G 570 600,560

- 単 独 6,623,796 4,088,920
 k/K=

51,592,578

5,012 3,405 56,957,394

△ 13.2 都 道 府 県 支 出 金 8,012,546 7.1

△ 1.7 国 庫 支 出 金 31,209,289 27.8 -イ－ア 実 質 赤 字 比 率

△168,375 連 結 実 質 赤 字 比 率
6 単 年 度 収 支 F

230,295

-

内

訳

普 通 建 設 事 業 費 12,860,719 4,446,115 58,223,494

補 助 6,226,166 353,790 ※臨時財政対策債 1,266,100(R)含む

 k/(K+R)=
51,592,578

= 88.6%
起債制限比率（３ヵ年平均） 手 数 料 406,952 0.4

375,514 0.7 う ち 人 件 費 261,140 261,140公 債 費 比 率 使 用 料 1,109,100 1.0
ア 1,114,119 イ 945,744

- 投 資 的 経 費 12,886,738 4,448,166 経常収支比率

5 実 質 収 支 (C-D) E

前年度繰上充用金 - - -  

実 質 収 支 比 率 分 担 金 ・ 負 担 金 303,792 0.3

0.962 交 通 安 全 交 付 金 38,659 - 38,659
近 郊 整 備

小 計 60,660,551

730,690 1,261,069
財政力指数（３ヵ年平均）

繰 出 金 8,517,660 6,694,904 6,528,806 11.2  

4
翌 年 度 へ 繰 り 越
す べ き 財 源

Ｄ

54.0 56,104,398 98.5

0.1

特　　　　　　　　　別 238,596 0.2 -
2,206,813

標 準 財 政 規 模 55,794,897

うち臨時財政対策債発行可能額 2,983,497

11,229 5,614 -  

3 歳 入 歳 出 差 引 額 (A-B) C 1,844,809

2.1 2,337,838 4.1 投 資 及 び 出 資
807,869 0.7

金 ・ 貸 付 金

積 立 金 1,440,661 1,325,554 - -  

39,381,505
近 畿

普　　　　　　　　　通 2,337,838

地 方 交 付 税 2,576,434 2.3 2,337,838 4.1
110,093,054 基 準 財 政 収 入 額

7,198,021 5,745,706 3,493,681 6.0  

2 歳 出 総 額 B 125,116,473

1.7  

41,719,343
交 付

地 方 特 例 交 付 金 591,835 0.5 554,890 1.0 補 助 費 等

503,227 0.9 維 持 補 修 費 1,062,360 1,048,007 967,090
基 準 財 政 需 要 額

法 人 事 業 税 交 付 金 503,227 0.5

18,078,040 13,658,680 11,313,110 19.4  

1 歳 入 総 額 A 126,961,282

60,101,705 30,700,037 29,284,277 50.3  

自動車税環境性能割交付金 101,544 0.1 101,544 0.2 物 件 費

ゴルフ場 利用 税交 付金 90,364 0.1 90,364 0.2 小 計
区 分 令和２年度 令和３年度 区 分 指 数 等 指 定 団 体

等 の 状 況

112,299,867

6,227,774 5.5 6,227,774 10.9 一 時 借 入 金 利 子

内

訳

元 利 償 還 金 5,222,661

283,233 国 調 22.8 76.6 ％ 地 方 消 費 税 交 付 金

0.8 5,222,661 5,222,661 9.0  

-  

91,996 人 株式等譲渡所得割交付金 462,982 0.4 462,982

公 債 費 5,222,661 5,222,661 5,222,661 9.0  

住民基本
台帳人口

283,504 27 年 27,454

％ 配 当 割 交 付 金 411,823 0.4 411,823 0.7

扶 助 費 37,426,671 9,963,425 8,925,158 15.3  

2.7 35.10.1 以 降 の 合 併 状 況 国 調 20.5 78.9

人 利 子 割 交 付 金 52,083 - 52,083 0.1

15.8  

280,033 76.49 3,762 27年 人 就

業

人

口

2 年 24,627 94,901

0.9 う ち 職 員 給 10,928,846 9,512,151 9,220,314第 2 次 第 3 次 地 方 譲 与 税 516,373 0.5 516,373

15,136,458 26.0  

国

調

287,730 K㎡ 人 2年 人 区 分 第 1 次

43.7 44,845,500 78.7 人 件 費 17,452,373 15,513,951

経常収支
比　　　率財源   Ｋ 構成比

人 口 面 積 人 口 密 度 人口集中地区人口 産 業 構 造 地 方 税 49,126,112

Ｋの
区 分 決 算 額 構 成 比 税 等

経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 k

施行時特例市 （単位：千円，％）

ふ り が な いばらきし 令和３年度 種    地 歳 入 性 質 別 歳 出

２７２１１６ 市町村類型 類 型
令 和 ３ 年 度 都  道  府

大 阪 府

コード番号

茨 木 市 種  地  区  分 Ⅰ－６
決 算 状 況

県       名 市 町 村 名

施行時特例市 市 町 村 名 大 阪 府 茨 木 市

区 分 決 算 額 構成比
経常一般


